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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

  
地域がん登録資料と国民健康保険データとの照合による部位別、進展度別、発見経緯別のがん医療費分析 

 
研究分担者 伊藤秀美 愛知県がんｾﾝﾀｰ研究所 疫学・予防部 室長 

 
研究要旨 
 地域ベースのがん登録資料と国民健康保険（国保）データとの照合による部位別、進展
度別、発見経費別のがん医療分析を、愛知県において実施する。本年度は、昨年度に引き
続き、本研究に関わる機関の役割を、研究者主体で研究を実施する場合について、さらに
整理した。その一連の流れで、協力市町村のがんの特性について、地域がん登録データを
用いて評価した。一方、本研究を全国がん登録の枠組で実施する場合、被保険者の同意の
ない現状を鑑み、市町村主体の研究実施の可能性についても検討したが、Ｔ市においては
コンセンサスが得られなかった。 

 
Ａ．研究目的 
 
 厚生労働省の政府統計によると悪性新生物にか
かる医療費は、1980 年代には 6,509 億円であっ
たものが、2012 年には 33,267 億円と 5 倍以上
となっている。最新データである 2012 年の医療
費について部位別にみると、男性では大腸（結腸
及び直腸）、女性では乳房が最も多い。がん治療
にかかる医療費については、がんの種類、病状、
治療内容などによって変わるため、がんの部位、
進展度、発見経緯と医療費との関連について、性、
年齢階層別で分析することは、医療費削減の観点
からも重要である。 
 本研究の目的は、愛知県がん登録データと愛知
県の市町村が保有し、国民健康保険連合会（国保
連）が管理する医療費データを照合することによ
り、がんの部位、進展度、発見経緯と医療費とを
関連づけて分析・評価することである。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 国保データと愛知県がん登録データとの照合に
より、国保データの医療費に関する情報と、愛知
県がん登録から得られるがん情報を元に、部位別、
進展度別、発見経緯の医療費分析を行う。 
 本年度は、昨年度に引き続き、研究に関わる機
関の役割と流れについて再検討し、研究実施にお
ける実務的な問題点をクリアするための、実務的
なフローを完成させる。 
 市町村の協力を得るために、その市町村におけ
るがん罹患、死亡の動向について検討し、共同研
究先の市町村特有のがんの問題点を洗い出す。 
 

（倫理面への配慮） 
 解析する研究者は、地域がん登録あるいは国保
データを管理する機関において匿名化されたデー
タの提供を受けることになるが、地域がん登録デ
ータと国保データの照合のためには、一時的に、
国保データを愛知県がん登録へ、あるいは、愛知
県がん登録データを国保データ管理機関へ提供す
る必要があり、個人情報の外部への提供が生じる。
よって、研究実施に当たっては、個人情報の取り
扱いにおける倫理的配慮について、愛知県がんセ
ンターにおいて倫理審査委員会の審議を受ける。 
 
Ｃ．研究結果 
 
 本研究遂行のための、関連機関間のデータなら
びに諸手続のフローを、共同研究先のＴ市の担当
者と協議の上、再検討し、図１の通り、整理した。 
 研究の遂行には、研究主体である愛知県がんセ
ンターから市長宛に研究協力依頼書の提出が必須
であった。 
 また、提供されるデータは匿名化されたデータ
となるが、国保データと愛知県がん登録データと
の照合には、一時的に、国保データ（市町村が保
有し国保連が管理する被保険者マスタ）を愛知県
がん登録へ、あるいは、愛知県がん登録データを
国保データ管理機関へ提供する必要がある。検討
の結果、国保データ管理機関のデータベースにお
いては、愛知県がん登録のシステムに保有されて
いる、性、名、生年月での照合機能がないため、
本研究では、照合のために国保データの愛知県が
ん登録へ一時的な提供が必須となることが分かっ
た。個人情報付きの国保データの愛知県がん登録
の提供には、研究主体である愛知県がんセンター
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と国保データの所有者である市町村間で、個人情
報取り扱い協定（覚書）を締結することとした。 
 さらに、全国がん登録の枠組でも、本研究が実
施可能なように、研究主体を市町村におく可能性
について、Ｔ市と調整を図ったが、コンセンサス
を得られなかった。 
 
 以下、本研究遂行のための、関連機関間のデー
タならびに諸手続のフローを示す。 
① 研究協力依頼書を提出し承諾が得られた後、
個人情報取扱いの協定（覚書）書の締結（愛
知県がんセンター→市町村） 
② 国保レセプトデータ提供依頼（市町村→国保
連） 
③ 当該業務に罹る委託（愛知県がんセンター→
国保連） 
④ T 市被保険者マスタ提供（国保連→愛知県が
ん登録） 
⑤ 対象者に付番し、マスタを返却（愛知県がん
登録→国保連） 
⑥ 対象者の氏名・住所を削除したレセプトデー
タのうち、分析に必要な 7 項目を提供（国
保連→愛知県がんセンター） 
⑦ 当該業務に係るすべての委託料の支払（愛知
県がんセンター→国保連） 
⑧ 対象者の氏名・住所を削除したがん登録デー
タのうち、分析に必要な性、年齢、がんの部
位、進展度、発見経緯の 5 項目を提供（愛
知県がん登録→愛知県がんセンター） 
⑨ 匿名化されたがん登録データとレセプトデー
タを用い、性、年齢、がんの部位、進展度、
発見経緯別の分析を実施（愛知県がんセンタ
ー） 
⑩ 研究成果の還元（愛知県がんセンター→市町
村・国保連） 

 
 愛知県がんセンターで、本研究に付き倫理審査
委員会の審議を受け、条件付き承認を得ている。
また、顕名の国民健康保険データ利用許可につい
て、T 市における個人情報保護条例審議会での審
査を受ける予定であったが、学術研究に関する利
用であるため、審議会での審査は不要という判断
を受けている。 
 
Ｄ．考察 
 
 国民健康保険データと地域ベースのがん登録デ
ータとの照合について、研究者主体の研究実施の
実現に向けたワークフローを完成させた。しかし
ながら、2016 年 1 月から施行されている「がん

登録等の推進に関する法律」第 21 条第 3 項あ
るいは 8 項で定められているとおり、本研究
を実施するには、被保険者の同意が必要となる。
よって、本研究を今後、全国がん登録の枠組で、
研究者主体で愛知県下の全市町村へ広げていくに
は、限界がある。一方で、第 19条あるいは第 21
条 2 項により、市町村のがん対策の企画立案又
は実施に必要ながんに係る調査研究という位置づ
けであれば、被保険者の同意なく、積極的ながん
登録の利用が可能となる。来年度以降、研究者主
体でなく市町村を主体とした研究実施のフローに
ついて検討をする必要があると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 
 国民健康保険データと地域がん登録データとの
照合について、Ｔ市と協力の上、具体的なフロー
について検討した。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
（総括研究報告書にまとめて記入） 

 
Ｇ．研究発表 
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２．学会発表 
1. 中川弘子、伊藤秀美ら. 日本人における大腸
がんの部位別罹患率の経年変化の検討：
1975年～2004年.第 74回日本癌学会学術総
会 2015年 10月 9日、名古屋 

2. 細野覚代、伊藤秀美ら. 日本における卵巣が
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古屋 
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患者の相対生存率で見る分子標的療法の効
果：J-CANSIS study. 第 74回日本癌学会学
術総会 2015年 10月 10日、名古屋 

5. 尾瀬功、伊藤秀美ら．地域がん登録データに
よる 1993-2006 年の小細胞肺がん生存率の
変遷- J-CANSIS study.第 56 回日本肺癌
学会．2015年 11月 26日、横浜 

6. 細野覚代、伊藤秀美ら．日本における子宮頸
がん生存率のトレンド（J-CANSIS）．第２
６回日本疫学会学術総会. 2016年 1月 22日、
米子 

7. 井上修作、伊藤秀美ら．地域がん登録データ
を用いた婦人科がん高齢患者の生存時間分析
（J-CACSIS）． 

第２６回日本疫学会学術総会. 2016年 1月 22日、
米子 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
なし 

 
２．実用新案登録 
なし 

 
３．その他 
なし

 


